
１　総括

　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれておりますが、会計年度任用
職員の給与費は含まれておりません。

※ラスパイレス指数が100を超えている理由及び改善の見込み。

３

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職
員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の
俸給月額を100として計算した指数です。

（　）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数
とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当
の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域
手当支給率）により算出。）

２

　職員手当には退職手当を含みません。
２

職員数
Ａ
人

1,972

給料
千円

7,528,299

職員手当
千円

1,797,387

給    与    費

(3)　ラスパイレス指数の状況

（注）１

計　　Ｂ 給与費 Ｂ/Ａ 平均一人当たり給与費

２年度
千円 千円 千円 千円

2,983,546 12,309,232 6,242 5,047
（注）１

期末・勤勉手当

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

・国は、給与構造の見直しを平成１８年４月１日に実施したが、本市では、給与システムの改修、その他
　制度設計に時間を要したことにより、実施時期が１年遅れたため。（平成１９年４月１日実施）
・ラスパイレス指数の抑制措置として、平成２５年１月１日の定期昇給について、６か月の延伸を実施
　した。
・平成２４年１月１日の定期昇給において、標準昇給号数「４号給」を「２号給」とした５０％のカット
　を行っている。
・昇格時号給対応表について、主に高位号給からの昇格者において改正前に比し１～２０号給下位となる
　対応表の改定を実施した。（平成３０年４月１日施行）
・今後も人事院勧告や福島県人事委員会勧告等を踏まえ、給与の適正化を図る。

会計年度任用職員を含みません。
　職員数については、令和３年４月１日現在の人数です。また、再任用職員（短時間勤務）及び

福島市の給与・定員管理等について

区　分
歳出額 実質収支 人件費率 (参考)

Ａ Ｂ／Ａ 元年度の人件費率

２年度
千円 千円 ％ ％

153,802,230 5,219,932 12.3 14.3

住民基本台帳人口
(令和３年1月1日)

人

275,646

(1)　人件費の状況（普通会計決算）
人件費

Ｂ
千円

18,949,917

(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

区　分
(参考)一人当たり (参考)類似団体

H30.4.1

102.0 

H30.4.1

100.2 H30.4.1

99.1

H31.4.1

102.1

H31.4.1

99.9 H31.4.1

98.9 

R2.4.1

101.5

R2.4.1

99.9 R2.4.1

98.9 

R3.4.1

101.5

R3.4.1

99.7 
R3.4.1

98.9 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

福島市 類似団体平均 全国市平均

（102.0） （102.1） （101.5) （10１.5）
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①月例給

「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
平均給与月額です。

②特別給（期末・勤勉手当）

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は
期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

① 給料表の見直し

[　実施　]

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

② その他の見直し内容
単身赴任手当について、福島県に準拠し見直しを実施。管理職員特別勤務手当について、福島県の見直し
内容に合わせ手当を新設。

Ａ－Ｂ
年間支給月数

（参考）
　　　国の年間
　　　支給月数

民間の支給 公務員の

(5)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

(4)　給与改定の状況

区　分
人事委員会の勧告

367,921円
（0.02%）

367,845円 76円 0.0%

（注）

（注）

区　分
人事委員会の勧告

較差 勧告

勧告
Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

（参考）
　　国の改定率

３年度

３年度
4.26月 4.4月

（改定月数）割合　 　　　Ａ 支給月数 Ｂ

給与改定率民間給与 
Ａ

公務員給与 較差

0.14月 4.3月

（内容）
　　一般行政職の給料表について、福島県に準拠し平均1.0％引下げを実施。
　　若年層については、引上げを行ないながら、高齢層を中心に最大３％程度の引下げを実施。
　　激変緩和のため、５年間（令和２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。
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２　職員の平均給料月額、初任給等の状況

①

歳 円 円 円
歳 円 円 円
歳 円 円 円
歳 円 円 円

②

歳 人 円 円 円 － － －
歳 人 円 円 円 歳 円
歳 人 円 円 円 歳 円
歳 人 円 円 円 歳 円
歳 人 円 円 円 歳 円
歳 人 円 円 円 － － －
歳 人 円 円 円 － － －
歳 人 円 － 円 － － －
歳 人 円 円 円 － － －

円 円
円 円
円 円
円 円

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

③ 教育職

歳 円 円
歳 円 円
歳 円 円
歳 円 円
歳 円 円

調理士 43.8 256,300 1.50

－

256,800 1.68

「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

うち清掃職員 6,791,624 4,236,800 1.60

3,186,100 2.07
3,385,600 2.11

区　分 平均年齢

50.3 235,200

福島県 56.2 173

うち用務員

286,947

3,416,100 1.86
6,596,520

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成30年～令和２年の３か年平均）。

－

参　　考
年収ベース（試算値）の比較

公務員

56.8
1.67

うち運転手 51.6 7 384,500 自家用自動車運転手

－

※年収ベースの「公務員（Ｃ)」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給され
た期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

福島市

民間

－

用務員

Ｃ／Ｄ
（Ｃ）

区　　　分 平均年齢 平均給料月額

福島市

45

394,928

－

区　分

うち学校給食員 6,358,992

－ －

378,517

326,800 363,683 340,163
352,600うちその他 47.4 41 385,522

50.3 200 323,185 381,275 354,943
328,603

366,429

うち用務員 49.3

432,386 413,786
86 360,600 392,210

（Ｄ)

類似団体

304,600

359,900 383,291

福島市

371,169

平均年齢 平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）

福島県 42.9
39.9

（１）

325,827 -

46.6
376,687

職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）
一般行政職

参　考

Ａ／Ｂ

22249.1 360,800

407,153
類似団体 41.9 318,557 407,161 363,935

327,000

平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

－
うち清掃職員 50.0 43 366,100 415,202 382,393 廃棄物処理業従業員

うち学校給食員 49.1

316,800 400,882 341,362
413,935 358,237

区　分
公　務　員 民　　　間

職員数

技能労務職

対応する民間
の類似職種

国 43

1.36

平均給料月額 平均給与月額

（注）１

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて２

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務

317,301

手当等を除いたもの）で算出しています。

　　うち幼稚園教育職

　　うちその他の教育職 48.8 416,700 476,801

304,615 357,956
　福島県

　福島市 44.3 342,909 381,780

うち運転手

41.1 293,100

国 50.9 2,201

47.0 384,000 423,374
　類似団体 39.0

7,144,432
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円 円 円
円 円 円
円 円

円

円 円 円 円
円 円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

人 ％
 

円 円
人 ％

 
円 円

人 ％
 

円 円
人 ％

 
円 円

人 ％
 

円 円
人 ％

 
円 円

人 ％
 

円 円
人 ％

 
円 円

平成１９年に９級制から８級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級を
 それぞれ統合）

（注）

該当者なし

技能労務職

技能労務職
高校卒
中学卒

193,100

高校卒 153,200

２　級 副主査

393,300
409,900

部次長

150,600

経験年数10年
278,700
232,100

経験年数20年
372,700

235 19.7
３　級 係長 252 21.1
４　級 困難な業務を分掌する係長 291 24.4
５　級

199,900
235,800
269,200
295,500課長補佐 114 9.6

６　級 課長 76 6.4

193,100
一般行政職

大学卒
高校卒 158,400 158,400

156,300 -
中学卒 － 147,800 -

182,200

該当者なし 該当者なし

福島県 国

1.5
（注）１

(2)　職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）
区　分 福島市

(1)　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）
区　分 標準的な職務内容 職員数

福島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１　級 主事

388,400

311,100

８　級 部長 18
455,900
480,800

326,400
371,500
418,300

該当者なし

構成比

区　分

一般行政職
390,200

14.6

382,600

1号給の給料月額

149,300

(3)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

大学卒
高校卒

最高号給の給料月額

253,300

該当者なし

324,100
265,900

371,300
337,900

経験年数30年
394,100

７　級

経験年数25年

358,200

422,100
2.732

174

1級, 14.6 1級, 15.8 1級, 13.9 

2級, 19.7 2級, 19.4 
2級, 16.4 

3級, 21.1 3級, 21.4 

3級, 20.1 

4級, 24.4 4級, 23.7 
4級, 29.9 

5級, 9.6 5級, 9.1 5級, 8.2 

6級, 6.4 6級, 6.5 6級, 7.3 

7級, 2.7 7級, 2.7 7級, 2.6 

8級, 1.5 8級, 1.4 8級, 1.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和３年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

9級

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級
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　標準、下位の区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

　標準の区分のみ（一律）

未定

　上位、標準、下位の区分

管理職員 一般職員

○

未定

　イ.　人事評価を活用している

　ロ.　人事評価を活用していない

活用している昇給区分

(3)　昇給への人事評価の活用状況（福島市）

令和３年４月２日から令和４年４月１日
までにおける運用

　活用予定時期

　上位、標準の区分

(2)  国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和３年４月１日現在）

○
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４　職員の手当の状況

２ ２

（ ２ （ ２ （ ２

（ （ （ （ （ （

(    )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）　（福島市）

退職手当の１人当たり平均支給額は、２年度に退職した職員に支給された平均額です。

－

（注）

（注）

月分

その他の加算措置 その他の加算措置
　　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

月分

1人当たり平均支給額

(3)　地域手当

月分 勤続25年

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加
算措置
・役職加算　5～20%
・管理職加算　15～25%

28.0395

1.9

(1)　期末手当・勤勉手当

　活用予定時期

管理職員 一般職員

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
・役職加算　5～20%
・管理職加算　10～25%

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
・役職加算　5～20%

１人当たり平均支給額（ １人当たり平均支給額（

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

福島県 国福島市

1.35 ）月分

未定 未定

3,086 千円 19,475 千円

なし

　イ.　人事評価を活用している

○

勤続35年
最高限度 47.709 月分 47.709 月分

　　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

47.709

33.27075 月分

1,736 千円

期末手当     勤勉手当     期末手当     勤勉手当     期末手当     勤勉手当    
2.5 月分 1.9 月分 2.5 月分 1.9 月分

年度）年度）

年度支給割合） 年度支給割合）

○

令和３年度中における運用

活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

月分

1.45 ）月分 0.9 ）月分

勧奨・定年

47.709 月分
最高限度 47.709 月分

　標準の成績率のみ（一律）

（支給率）

(2)　退職手当（令和３年４月１日現在）
福島市

勤続25年 28.0395 月分 33.27075
39.7575 月分 47.709 月分 勤続35年 39.7575 月分

自己都合

1,513 千円

月分2.55

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分

年度支給割合）

0.95 ）月分 1.35 ）月分 0.95 ）月分

　標準、下位の成績率

　上位、標準、下位の成績率

　上位、標準の成績率

　ロ.　人事評価を活用していない

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

国
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
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財務部納税課に勤務する職員

都市政策部住宅政策課に勤務
する職員

都市政策部市街地整備課に勤
務する職員

都市政策部下水道室下水道総
務課に勤務する職員

日額　300円

グレーダ、トラク
ターショベル又は
ロードスイーパーの
運転業務に従事した
場合

動物の死体処理作業
に従事した場合

庁外において国民健
康保険診療報酬等の
徴収事務に従事した
場合

庁外において後期高
齢者医療保険料及び
介護保険料の徴収事
務に従事した場合

庁外において住宅使
用料の徴収事務に従
事した場合

庁外において土地区
画整理事業清算金の
徴収事務に従事した
場合

建設部道路保全課に勤務する
職員

特殊自動車運転手当

105
　　千円

75
　　千円

清掃作業手当
環境部あぶくまクリーンセン
ター又はあらかわクリーンセ
ンターに勤務する職員

保健所に勤務する職員

市民・文化スポーツ部国保年
金課に勤務する職員

主な支給対象業務

感染症の発生を予防
し、又はそのまん延
を防止のため消毒等
の作業に従事した場
合

患者の身体に接触又は長
時間にわたり接して行う
作業
日額　4,000円

上記以外
日額　3,000円

支給実績（２年度決算） 47,669 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 77,605 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度） 29.2 %

　　千円
7,127

6
　　千円

市税等事務従事手当
財務部又は市民・文化スポー
ツ部国保年金課に勤務する職
員

第一種手当
・月額　5,800円
・庁外において市税等の徴収事務に従事し
た場合
日額　450円
第二種手当
・庁外において市税等の滞納に係る動産の
差押え等
日額　450円

税外徴収手当

専ら市税等の賦課、
徴収等の事務に従事
した場合

日額　450円

手当の種類（手当数） 18

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

一頭　50円

(4)　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

新型コロナウイルス
感染症から市民の生
命及び健康を保護す
るために緊急に行わ
れた措置に係る作業
に従事した場合

防疫作業手当

右記業務に従事した職員

7,420
　　千円

支給実績
(２年度決算)

感染症の病原体に汚
染されている区域に
おいて当該病原体に
感染した者に接触す
る作業又は当該病原
体の付着した物件の
処理作業に従事した
場合

感染症の病原体を採
取し、試験検査の作
業に従事した場合

庁外において農業集
落排水事業分担金若
しくは使用料又は下
水道事業受益者負担
金の徴収事務に従事
した場合

日額　350円

クリーンセンターの
焼却炉内の指示及び
点検作業に従事した
場合

一回　300円
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一体　5,000円

一人　1,700円

特殊現場業務手当 日額　300円

15千円

一勤務において出動があ
つた場合
一勤務　400円

正機関員月額
・大型免許所持者
　2,900円
・普通免許所持者
　2,300円

出動一回　150円

交替制勤務手当

災害が発生し、又は
発生するおそれがあ
る場合に、災害対策
本部の指揮下で、屋
外において応急作業
又は復旧作業に従事
した場合

庁外において公共の
用及び公共の利益の
ための土地の取得の
業務に従事した場合

消防本部又は消防署に勤務す
る職員が、右記に掲げる業務
に従事した場合

右記業務に従事した職員

社会福祉に関する業
務に専ら従事した場
合

日額　400円

社会福祉業務手当

福祉事務所に勤務する次に掲
げる職員
一　社会福祉法(昭和26年法
律第45号)第15条第1項に定め
る指導監督を行う所員及び現
業を行う所員
二　身体障害者福祉司
三　知的障害者福祉司

月額　7,600円

行旅死病人等措置手当

　　千円

消防業務手当

1
　　千円

2
　　千円

5,332
　　千円

421

　　千円

10,919
　　千円

13,798消防本部又は消防署に勤務す
る職員

月額　5,800円

困難な保育業務又は
障害児の療育訓練及
び生活指導に専ら従
事した場合

一　水火災その他の
災害の現場作業

二　消防自動車、救
急自動車等の運転

三　消防法(昭和23年
法律第186号)に基づ
く救急業務

正規の勤務として交
替制で勤務した場合

児童福祉業務手当

保育所、認定こども園又はこ
ども発達支援センターに勤務
する保育士、保育教諭又は看
護師

日額　150円

庁外において測量、
工事検査等の業務に
従事した場合

20ｋｇの分銅を使用
し、計量検査の業務
に従事した場合

庁外において騒音振
動等の調査の業務に
従事した場合

財務部、農政部、建設部、都
市政策部又は支所に勤務する
職員

商工観光部商工業振興課に勤
務する職員

環境部環境課に勤務する職員

行旅死亡人その他の
死亡人の措置に従事
した場合

行旅病人の救護に従
事した場合

右記業務に従事した職員(消
防職の職員を除く。)

用地交渉業務手当 右記業務に従事した職員
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高所作業手当

消防本部又は消防署に勤務す
る職員

はしご付消防自動車
等で、地上又は水面
上１０ｍ以上の箇所
で、消火又は救出作
業に従事した場合

工事現場等で地上又
は水面上１０ｍ以上
の高所において、保
守点検、工事検査等
の業務に従事した場
合

0

右記業務に従事した職員

　　千円

日額　350円

右記業務に従事した職員

　　千円

二　原子力災害対策
特別措置法(平成十一
年法律第百五十六号)
第二十条第三項の規
定に基づく原子力災
害対策本部長の地方
公共団体の長に対す
る指示(以下「本部長
指示」という。)によ
り、帰還困難区域に
設定することとされ
た区域において行う
作業（前号に掲げる
ものを除く。）

三　本部長指示によ
り、居住制限区域に
設定することとされ
た区域において行う
作業（前二号に掲げ
るものを除く。）

四　本部長指示によ
り、原子力災害対策
特別措置法第二十八
条第二項の規定によ
り読み替えて適用さ
れる災害対策基本法
第六十三条第一項の
規定に基づく警戒区
域に設定することと
された区域において
行う作業（前三号に
掲げるもの及び本部
長指示により、避難
指示解除準備区域に
設定することとされ
た区域において行う
ものを除く。）

一　原子炉建屋（規則で
定めるものに限る。）内
において行う場合
日額　40,000円

二　前号及び第四号に掲
げる場合以外の場合で
あって、故障した設備等
を現場において確認する
場合（市長が定めるもの
に限る。）
日額　20,000円

三　前二号及び次号に掲
げる場合以外の場合
日額　13,300円

四　規則で定める施設内
において行う場合
日額　 3,300円

一　屋外において行う場合
日額　6,600円
 
二　屋内において行う場合
日額　1,330円

一　屋外において行う場合
日額　3,300円
 
二　屋内において行う場合
日額　  660円

一　屋外において行う場合
日額　6,600円

二　屋内において行う場合
日額　1,330円

原子力災害対応作業手当

※平成二十三年四月二十二
日以後に原子力災害対応作
業（東京電力株式会社福島
第一原子力発電所の敷地内
において行つた作業を除
く。）に従事した職員の屋
外作業に従事した時間（第
二項の規定により支給され
ないこととなる手当に係る
作業に従事した時間を含
む。）が一日について四時
間に満たない場合における
日額手当の額は、規定によ
り受けるべき額に百分の六
十を乗じて得た額とする。

一　東京電力株式会
社福島第一原子力発
電所の敷地内におい
て行う作業

172
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職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算と同じ年度の４月１日

  現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）
  であり、短時間勤務職員を含みます。

（注）

五　本部長指示によ
り、居住者等が避難
のための立退き又は
避難のための計画的
な立退きを行うこと
とされた区域におい
て行う作業（前各号
に掲げるもの及び本
部長指示により、避
難指示解除準備区域
に設定することとさ
れた区域において行
うものを除く。）

環境部廃棄物対策課に勤務す
る職員

日額　1,100円

野犬捕獲作業手当

右記業務に従事した職員

狂犬病予防法の規定
による狂犬病予防員
が、犬の死体の引取
り及び引渡し、検
診、予防注射並びに
解剖の作業に従事し
た場合

956,227 千円
職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 482,699 円

右記業務に従事した職員

一　屋外において行う場合
日額　5,000円

二　屋内において行う場合
日額　1,000円

　　千円

(5)　時間外勤務手当
支給実績（２年度決算）

原子力災害対応作業手当

※平成二十三年四月二十二
日以後に原子力災害対応作
業（東京電力株式会社福島
第一原子力発電所の敷地内
において行つた作業を除
く。）に従事した職員の屋
外作業に従事した時間（第
二項の規定により支給され
ないこととなる手当に係る
作業に従事した時間を含
む。）が一日について四時
間に満たない場合における
日額手当の額は、規定によ
り受けるべき額に百分の六
十を乗じて得た額とする。

支給実績(元年度決算) 1,091,240 千円
職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 565,702 円

　　千円

保健所に勤務する職員

有害物又は薬物を使
用して行う試験、研
究、検査等のうち窒
息、中毒、神経障害
等を引き起こす等著
しく健康を害するお
それがある作業に従
事した場合

24
日額　290円

　　千円

74
　　千円

庁外における大気汚
染防止法等による検
査又は測定の作業に
従事した場合

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第19
条第1項の規定に基づ
く立ち入り検査の作
業に従事した場合

保健所に勤務する職員

月額　180,000円

環境部環境課に勤務する職員

日額　1,100円

野犬、こう傷犬等の
捕獲又は抑留、並び
に犬の死体の引取り
引渡し、検診、予防
注射及び解剖の補助
作業に従事した場合

日額　350円

18
　　千円

環境衛生検査等作業手当 日額　350円

公衆衛生業務手当 右記業務に従事した職員
保健所の長たる医師
が公衆衛生に関する
業務に従事した場合

2,160

野犬、こう傷犬等の
捕獲又は抑留の作業
に従事した場合

保健所に勤務する職員

有害物等取扱手当
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円

円

円

円

円

円392,512

住居手当

休日勤務手当

特別調整手当

管理又は監督の地位にある職員のその
職の特殊性に基づき、規則で指定する
職員に支給
定額で12,900円～96,000円

異なる

一般行政職の
場合
４級５種
46,300円～
９級１種
130,300円

161,103

通勤手当

千円

719,210

単身赴任手当

扶養手当

配偶者 　6,500円
子　　　10,000円
配偶者以外の扶養親族　6,500円
満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子1人につき　5,000円加算

同じ
208,927 221,321

千円

異動等に伴い転居し、やむを得ない事
情により配偶者と別居し、単身で生活
する職員に支給
基本額30,000円、距離に応じた加算額
8,000円～70,000円

同じ 1,078

千円

同じ 84,390

千円

269,500

祝祭日及び年末年始等の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務すること
を命じられた職員に支給
勤務した全時間に対し、勤務1時間当
たりの給与額の135/100の割合を乗じ
た額

千円

（支給要件）
通勤のため、交通機関等を利用しその
運賃等を負担することを常例とする職
員、自動車等を使用することを常例と
する職員に支給。ただし、徒歩により
通勤するものとした場合の通勤距離が
片道2ｋｍ以上の職員に限る。
（支給額）
交通機関等利用者
　運賃相当額。ただし、運賃が35,010
円超の場合、超える額の1/2を加算
限度額38,010円
自動車等使用
距離に応じて、4,000円～19,500円

異なる

国において
は、交通機関
等利用者の限
度額55,000
円。また、自
動車等使用の
場合の距離区
分、支給額が
異なる。距離
に応じて、
2,000円～
31,600円

211,855 109,713

155,567 267,297

千円

(6)　その他の手当（令和３年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(２年度決算)

支給職員１人当た
り平均支給年額
（２年度決算）

異なる

国において
は、月額
16,000円を超
える家賃を支
払っている職
員に支給。

（借家・借間）
職員が、自ら居住する住宅を借り受
け、月額9,000円を超える家賃を支
払っている場合
・20,000円以下の家賃
家賃額－9,000円
・20,000円を超え54,000円未満の家賃
（家賃額－20,000）×1/2+11,000
・54,000円以上の家賃
28,000円
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円

円

19,194

千円

基準日（11月から翌年3月までの各月
の初日）において、支給対象地域に在
勤する職員に支給
基準日における地域の区分及び職員の
世帯等の区分に応じた額

同じ 616

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜に勤務した
職員に支給
勤務した全時間に対し、勤務1時間当
たりの給与額の25/100割合を乗じた額

同じ

寒冷地手当

千円

77,000

91,400
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５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

（

円 円 円

（

円 円 円

円 円 円

円 円 円

( ３ 年度支給割合） 　
（月 （ 月 、 月 ）

( ３ 年度支給割合） 　
（月 （ 月 、 月 ）

円

円

　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。
　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた
場合における退職手当の見込額です。

（注）１
２

1.55

議　　　　長

副   議   長

議　　　　長

給 料 月 額 等
（参考）類似団体における最高／最低額

市　　　　長
副　 市 　長

議　　　　員

12月期

635,900

期
末
手
当

６月期 1.65

６月期 1.675

副　 議 　長

682,000

12月期 1.575

3.2

1,047,600

副　市　長

給料月額×在職月数×支給率（４５／１００）

給料月額×在職月数×支給率（２８．７／１００）

865,700

市　　　長
給
 
 
料

議
員
報
酬

議　　　　員 599,000

任期ごと

3.25

11,925,883

（１期の手当額） （支給時期）

22,628,160 任期ごと

区　　　分

市　　　  長
副　 市 　長

退
職
手
当

（算定方式）

円）

円）

／ 577,0001,180,000

974,000 ／ 669,800

827,000 ／ 584,000

748,000 ／ 504,000

700,000 ／ 475,000
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６　職員数の状況

（各年４月１日現在）

人

人

＜参考＞

人

　職員数は一般職に属する職員数です。
　[　　　　]内は、条例定数の合計です。

20歳 24歳

23歳 27歳
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

２

0

26 2,177

税　　務
民　　生

△ 1 配置職員の見直し

職員数
228 284 223 178

0

土　　木

75 0

計

4普
通
会
計
部
門

194

一
般
行
政
部
門

下 水 道 30 30 0

4 0
237

75

93

59歳

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水　　道

43

210 177 174 235 264

0

109

議　　会
総務企画

17 17

1

配置職員の見直し
消防部門 279

　 （類似団体の人口１万当たりの職員数 63.79
1,981 1,972 △ 9

＜参考＞
　　人口１万当たり職員数 71.89

職　　員　　数
対前年
増減数

主　な　増　減　理　由
令和２年 令和３年

小　　計 204 205

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

　　　　　　　　区　分

 部　門

110
378 378 0

組織改正
335 337 2 組織改正・配置職員の見直し等

労　　働
農林水産
商　　工 41 △ 2 配置職員の見直し

1

194

238 △ 1 組織改正・配置職員の見直し等

(2)　年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

区　分
20歳

　　人口１万人当たり職員数 79.37

28歳 32歳 36歳 40歳

未満 31歳 35歳 39歳

衛　　生

43歳 以上

そ の 他 81 81

2,185 2,177 △ 8
〔2,536〕 〔2,536〕 〔0〕

（注）１

計
51歳

△ 8
278

教育部門

44歳

合　　計

48歳

55歳

52歳 56歳 60歳

19 159

47歳

301309

小　　計
人）

1,393 1,393 0
＜参考＞
　　人口１万当たり職員数
　 （類似団体の人口１万当たりの職員数

50.78
46.25 人）

94 1 配置職員の見直し

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

20歳未満 20歳～23歳 24歳～27歳 28歳～31歳 32歳～35歳 36歳～39歳 40歳～43歳 44歳～47歳 48歳～51歳 52歳～55歳 56歳～59歳 60歳以上

構成比

5年前の

構成比
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　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数となります。

（注）１
２

令和平成

２８年 ２９年 ３０年 ３１年 ２年

(3) 職員数の推移

1,892 1,929

206201

1,846

過去５年間
の増減数（率）

2,135 2,185 2,177 131

1,981

（6.52％）

328

1,271 1,358 1,393 1,393
（11.27％）

（-9.61％）

17

（2.5％）

261 270 277 279 278

294316教育

消防

1,252

333

261

　　　　　　　年　度
部門別

1,306

301309

３年

1,860 1,972

141

△ 32

126
（6.83％）

普通会計計

（単位：人・％）　

（6.41％）

200公営企業等会計計

総合計 2,046 2,057 2,093

205204197

一般行政

5
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７　公営企業職員の状況

　①

Ｂ
年度 ％ ％

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費211,018千円を含みません。

Ａ
年度 人

　
イ

　②

歳 円 円
歳 円 円

　③

千円 千円

（ （ （ （

退職手当の１人当たり平均支給額は、２年度に退職した職員に支給された平均額です。

２

３

（注）１

（注）１
２

2.55

(参考)市町村平均

一人当たり給与費

（注）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(    )内は、再任用職員に係る支給割合です。

47.709

　　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）
1人当たり平均支給額 0 千円 21,596 千円 1人当たり平均支給額 3,086 千円 19,475 千円

月分 勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分

その他の加算措置
　　定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）
その他の加算措置

39.7575 月分

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

47.709 月分

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続25年

福島市 福島市（一般行政職・団体平均等）

勤続35年
28.0395 月分 33.27075 月分

月分 1.9 月分 2.55 月分 1.9 月分

福島市一般行政職

1.4 ）月分 0.95 ）月分 1.4 ）月分 0.95 ）月分

団 体 平 均 44.0 358,069 566,170
　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

福　島　市 団　体　平　均
１人当たり平均支給額（２年度） １人当たり平均支給額（２年度）

1,534 1,611

（２年度支給割合） （２年度支給割合）
期末手当     勤勉手当     期末手当     勤勉手当    

102 395,391 79,392 156,507 631,290 6,189 6,791
　職員手当には退職給与金を含みません。
　職員数については、令和３年３月３１日現在の「地方公営企業決算状況調査」に基づく人数です。

　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額
福  島  市 42.0 351,000 549,237

　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出しております。

また、再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任用職員を含みません。
　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれておりますが、会計年度任用職員の
給与費は含まれておりません。

２ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

２ 千円 千円 千円
6,524,685 622,538 638,257 9.8

区　分 職員数 給与費 一人当たり
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費 Ｂ/Ａ

9.8

総費用に占める職員給 (参考)元年度の総
費用に占める職員

給与費比率Ｂ／Ａ

　職員給与費の状況
　　　　決算

(1)　水道事業

職員給与費純損益又は実質収支区　分 総費用

16



ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

主な支給対象職員

滞納整理手当

ウ　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（２年度決算） 1,236 千円

支給実績（２年度決算） 32,111

停水処分手当

現場業務手当

用地交渉手当

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 340 千円

停水処分に従事した場合

水道使用者の異動に伴う開閉栓業
務並びに異常水量、漏水、無届使
用及び転出の調査等に従事した場
合

配水管工事等の監督、立会、検
査、調査及び測量等に従事した場
合

エ　時間外勤務手当

0
　　千円

0
　　千円

1,235
　　千円

1
　　千円

千円
職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 365 千円
支給実績(元年度決算) 29,542 千円

　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。
　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２年度決算）」と同じ年
度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当び支給対象とは

（注）１
２

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 23,328 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（２年度） 51.5 ％
手当の種類（手当数） 4

左記職員に対する支給単価

日額　４００円

主な支給対象業務

水道料金等の滞納整理に従事した
場合

支給実績
(２年度決算)

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

配水管等の維持管理に従事した場
合

加圧ポンプ所等の維持管理に従事
した場合

高所及び深所での作業に従事した
場合

土地の売買及び賃貸借契約の交渉
業務に従事した場合

１件　１８０円

日額　３００円

日額　３５０円

手当の名称
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円

円

円

円

円

円

円

円

一般行政職制度に同じ 同じ －

15,959 279,989

千円

住居手当 一般行政職制度に同じ 同じ － 8,176 272,522

千円

オ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績
(２年度決算)

支給職員１人当た
り平均支給年額
（２年度決算）

通勤手当 一般行政職制度に同じ 同じ － 9,507 109,278

千円

扶養手当 一般行政職制度に同じ 同じ －

寒冷地手当 一般行政職制度に同じ 同じ － 0 0

千円

単身赴任手当 一般行政職制度に同じ 同じ － 874 437,000

千円

特別調整手当 一般行政職制度に同じ 同じ － 11,364 757,600

千円

休日勤務手当 一般行政職制度に同じ 同じ － 0 0

0 0

千円

千円

夜間勤務手当
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